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	Ⅰ
	提案要請概要


1. 事業概要
· 事業名 :　2026 KOCCA CKL TOKYO 入居企業 支援プログラム運営 委託業務
· 事業目的 : 入居企業の成長段階別のカスタマイズ支援を通じた日本ビジネス成果の創出促進
· 事業期間 : 契約締結日から 2026.12.15. まで
· 推定金額 : 金70,909,130円(税別)
· 事業予算 : 金78,000,000円(税込)

2. 事業内容
ア．日本進出支援ポイント（バウチャー）の提供
· 支援対象：KOCCA CKL TOKYO 入居企業 16社
· 支援規模：1社当たり約250万円（消費税込）相当のポイントを提供
· 運営方式
· 入居企業を対象とした事前ニーズ調査を実施し、企業別に必要な支援項目を把握
· 実施事業者の選定及び支援項目の構成
· 割り当てられたポイント上限の範囲内で、必要なサービスを選択・利用
· サービス提供完了後、成果確認を経て、受託事業者を通じて費用を精算
※ 週次・月次報告により、随時ポイント活用状況及び成果の点検を実施
	ポイント付与
	· 
	需要調査及び支援項目の構成
	· 
	実施事業者の選定
	· 
	ポイント利用
	· 
	サービス提供
	· 
	費用精算

	· 支援項目（案）
	支援項目
	詳細内容

	進出基盤の構築
	1. 行政・労務・税務等、運営に関する専門相談の提供
2. 日本市場調査及び事業性分析レポートの提供
3. 商標権・知的財産権の登録支援

	事業化及びローカライズ支援
	1. 事業戦略・ビジネスモデル（BM）コンサルティング支援
2. 通訳・翻訳サービスの提供
3. キャラクター、ホームページ、IR資料等の広報コンテンツ制作支援

	広報・マーケティング支援
	1. 広報物制作支援
2. 現地メディア・報道機関向け広報支援
3. マーケティング戦略コンサルティング支援

	事業高度化支援
	1. 現地人材採用及び組織構築コンサルティング支援
2. 日本パートナー企業・プラットフォーム拡大支援
3. 中長期事業ロードマップ策定コンサルティング支援





※ ポイント使用項目及び詳細範囲は、事業運営状況に応じて調整することがあります。
※ 入居企業のフィードバックを反映し、上記例示以外の支援項目についても拡大する予定です。

イ．支社運営関連相談及びビジネス教育プログラムの提供
· 教育プログラムの実施（年2回以上）
· 日本の産業別・ジャンル別特化専門家によるセミナーの実施（四半期ごと）
※ 入居企業数を考慮し、外部公開セミナー形式での実施を推進
· （前年度実施例）IP保護戦略、日韓共同制作、日韓コンテンツ比較セミナーの開催
ウ．現地マーケット・輸出商談・ネットワーキングイベント参加支援
· Content Tokyo 2026 参加支援
· 現地最大規模のコンテンツビジネスマーケット「Content Tokyo 2026」への参加（6月17日～6月19日）
· 入居企業パビリオン形式でのブース出展
※ 入居企業7社前後の参加を予定
· ブース賃借及びデザイン費用、ディレクトリーブック制作、ブース広報、ビジネスマッチング等の支援
· 日韓共同制作ビジネスウィーク（一部担当）
· 日韓共同制作実務型セミナーの実施
· 事前マッチングに基づく共同制作1対1ビジネスミーティングの実施
· 共同制作プロジェクト中心のネットワーキングセッションの運営



３. 推進日程(案)
	詳細スケジュール
	推進スケジュール（月）

	· 
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12

	◦事業計画の策定および事業者の選定
	

	- 事業計画の策定および入札公告
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	- 提案書の評価および事業者の選定
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	◦契約締結および着手報告
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	◦事業の遂行および管理
	

	- 事業の実施および運営管
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	- 満足度調査
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	◦報告会
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	- 中間、最終報告
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	※上記の推進スケジュールは、今後KOCCAと選定事業者との協議により変更となる場合があります。





	Ⅱ
	提案要請詳細内容


1. 提案要請内容及び業務委託の範囲
※ 全体的なプログラム構成および運営方策を提示しつつ、発注先と協議のうえ最終決定を行う。
※ 委託会社の課業範囲の内訳の詳細は最終契約締結(交渉)時、以下の内容から調整されることがある。
- 日本進出支援ポイント（バウチャー）事業の運営
	区分
	詳細内容
	備考

	ポイント利用システムの構築
及び運営
	· ポイント管理システムの
· 1社当たり（計16社）最大250万円（消費税込）の範囲内で利用可能となるよう、ポイント総量、単価等の運営方法を提案
· サービス申請・受付管理システムの構築
· 入居企業及び実施事業者のシステム内登録・管理
· 入居企業向けシステム利用マニュアルの提供
· システム運営
· ポイント利用前の事前承認手続の運用
· 支援項目の妥当性及び重複有無の確認
· 利用実績の確認及び予算執行状況の管理
· 随時システム点検及び保守
	

	入居企業基礎診断の実施
	· 入居企業基礎診断の実施
· 事前アンケートに基づく現況把握
· オンライン・オフラインインタビューの実施
· 日本進出段階診断チェックリストの分析
· 支援ニーズ及びポイント使用優先順位の導出
· 簡易結果報告書の提供
	

	実施事業者の選定及び専門家プールの
構成
	· 実施事業者の選定及び専門家プールの構成
· 入居企業の事前診断コンサルティング結果を基に、企業別支援必要領域を導出
· 支援分野別の実施事業者及び専門家プールの構成
· 実施事業者の専門性、類似実績、費用妥当性等を総合的に検討し選定確定
※ 主管機関を含む内部検討手続を経て選定確定
· 企業タイプ及び支援ニーズに応じた適切な実施事業者・専門家のマッチング
· サービス品質点検及び成果物評価を通じた専門家プールの管理
	※ 専門家プール構成（案）
· 会計・税務：税務申告、会計処理コンサルティング、節税戦略助言
· 労務・人事：日本労働法助言、現地人材採用戦略及び組織設計助言
· 行政・ビザ：ビザ申請・許可及び事業運営行政手続支援
· 経営・市場：日本市場分析及び進出戦略、企業文化助言
· マーケティング・ブランディング：日本消費者トレンド分析、現地マーケティング戦略策定
· 流通・プラットフォーム：日本流通網開拓戦略、プラットフォーム参入・拡大助言
· 商標権：商標出願及び登録支援
· 共同制作・契約：共同開発契約構造設計、IP権利・収益配分助言
· B2B交渉：バイヤー対応戦略、提案書高度化及び交渉構造助言
· 通訳・翻訳：ビジネス商談通訳、契約書翻訳支援


※ 受託事業者を通じた法律専門家の連携は、現地弁護士法違反の可能性があるため、専門家プール及びポイントメニュー構成から除外する。
	

	成果評価及び事業管理
	· 成果評価
· 企業別ポイント活用結果の集計及び成果分析
· 実施事業者の成果物点検及び品質確認
· 事業管理
· 企業満足度調査及び改善意見の収集
· 支援分野別成果分析及び優秀事例の導出
· 評価結果を反映した専門家プール管理及び事業改善
	



- ビジネスセン教育プログラムの提供
	区分
	詳細内容
	備考

	教育プログラムの企画及び
運営
	· 教育プログラムの企画及び運営
· 日本の産業別・ジャンル別特化専門家によるセミナーを年2回以上企画
・運営
· 入居企業のニーズ調査を反映したテーマ選定及びプログラム構成
· 講演者の選定、日程調整及び全体管理
· オンライン・オフライン併用運営方案の策定及び実施
· 外部公開セミナー実施時の広報及び参加者募集支援
· 参加者向け記念品の制作
· セミナー資料の制作及び結果報告書の作成
· 通訳者の手配及び同時通訳ブースの設置
· 配布資料及び設営物の制作
· 現場写真及び映像の撮影
	



- ＜Content Tokyo 2026＞参加支援
	区分
	詳細内容
	備考

	Content Tokyo 2026参加支援
	· 共同館の造成及び運営 
· ブースレイアウト及び空間デザインの構成（木工ブース）
· 施工・現場運営・安全管理
· ブース運営のための備品類の賃借及び設置 
· 入居企業支援
· 展示準備事務局機能の担当
· 事前バイヤーマッチング及び現地ビジネスマッチング支援
· 事前オリエンテーションの運営
· 通訳人材及び現場支援人材の配置
· 広報支援
· 共同館ディレクトリーブック及び企業別パンフレット制作
· 記念品及び設営物の制作
· 共同館広報映像の制作
· 現場写真及び映像撮影
· オンライン・オフライン媒体を通じた広報支援
· 事後管理
· 実績集計及び満足度調査の実施
· バイヤープールの構築
· 参加後のフォローアップビジネス連携支援
	2025年度ブース契約完了
（5ブース／81㎡）

ブース賃借料は別途、
東京センターにて執行予定


- 日韓共同制作ビジネスウィーク（一部担当）
	区分
	詳細内容
	備考

	実務型セミナー
	· 共同制作実務型セミナーの企画及び運営
· 日韓共同制作の契約構造、IP権利配分、収益モデル等、実務中心のセミナー企画（2講演構成）
· 分野別専門家（法務、制作、流通等）の選定及び講演運営（登壇者2名）
· セミナー資料制作及び結果報告の取りまとめ
· 参加者満足度調査の実施及び改善意見の導出
· 通訳者の手配及び同時通訳ブースの設置
※ 入居企業参加支援及び一部プログラム担当
	

	入居企業ビジネス商談会
	· 事前マッチングに基づく共同制作1対1ビジネス商談会の運営
· 入居企業と共同制作意向企業の事前発掘及びマッチング
· 商談日程調整及び運営管理
· 通訳支援及び現場運営管理
· 商談結果の集計及び報告
	

	ネットワーキングセッション
	· 商談会連動ネットワーキングセッションの運営
· 商談参加企業以外の追加制作会社・プラットフォーム等の招待
· 共同制作関心企業間の現場マッチング支援及びネットワーキング調整
· 商談会で導出された候補プロジェクトの追加協議誘導
· ネットワーキング結果の取りまとめ
	

	入居企業成果管理
	· 入居企業成果管理及びフォローアップ支援
· 商談会及びネットワーキング結果の統合集計及び分析
· 共同制作候補プロジェクトリストの作成及び管理
· フォローアップ協議の誘導及び進捗状況モニタリング
· 
· 担当プログラム結果報告書の作成
· 事業改善のための運営評価及び提案
	


- プロジェクト運営管理
	区分
	詳細内容
	備考

	運営管理
	· プロジェクト運営関連業務の遂行
· プロジェクト投入人員、予算及び進捗状況の管理（週次報告）
· プログラム参加率、日程及び実績の集計
· 着手報告書／週次報告書／月次報告書／中間報告書／最終報告書の作成及び提出
· 支援プログラム最終結果報告書の作成及び提出
· 全体プログラム満足度調査結果の提出
· 運営人員構成案の提案
· その他、随時報告及び発生業務に対する支援
	総括PM 1名

各業務別担当者 各1名
（バウチャー、教育、
Content Tokyo、ビジネスウィーク）



2. 課業報告及び成果物の提出
（１）課業報告
	区分
	日程
	内容

	着手報告
	契約締結後14日以内
	・業務別の推進計画の報告

	週次報告
	毎週
	・業務推進状況およびスケジュール計画の報告

	月次報告
	毎月
	・業務の進捗状況およびスケジュール計画の報告
・サービスごとの見積／契約／検収／精算などの状況報告

	中間報告
	協議により決定
	・業務別の進捗状況の報告

	最終報告
	契約終了後14日以内
	・業務別の実施結果の報告

	随時報告
	随時
	・業務別の各種状況および協議事項等の報告


（２）成果物の提出
	成果物
	形式
	数量

	事業遂行計画書、着手報告書、中間報告書、最終報告書
	ファイル
	各1部

	週次報告書、月次報告書
	ファイル
	週／月 各1部

	支援プログラム運営に係る成果物一式
	ファイル
	各1部

	業務委託の精算内訳書
	ファイル
	1部


３. 参考資料
　　ア. 推進目標
	区分
	2025年度（実績）
	2026年度（目標）
	備考

	定量
目標
	· ビジネスマッチング：229件
· コンサルティング：27件
· 契約件数：154件
· 入居企業満足度調査：4.6点／5点
	· ビジネスマッチング：263件
· コンサルティング：31件
· 契約件数：177件
· 入居企業満足度調査：4.5点／5点以上
	目標15％
上方調整

	定性
目標
	· 入居企業の日本市場定着
· 成功モデル3件以上の発掘
· 現地コンテンツ企業及び関係機関との協力拡大
	· 入居企業成長段階別カスタマイズ支援体制の高度化
· 入居企業の日本国内事業拡大成果の可視化
· KOCCA CKL TOKYOの日本におけるK-コンテンツビジネス拠点機能の強化
	


　　イ. 入居企業現況
   （１）Ⅰ期【2年目】：13社

	
	企業名
	業種
	主な経歴
	主な活動現況

	1
	TOYOU’S DREAM
	ウェブトゥーン
	・ウェブトゥーン「ヴィラン・トゥ・キル」「ゴッド・オブ・ブラックフィールド」等制作
・2009年設立、第一世代ウェブトゥーン制作スタジオ
	IP販売

	2
	THE PINKFONG 
COMPANY
	キャラクター
	・代表IP：ピンクフォン、ベベフィン
・2021年コンテンツ大賞（キャラクター部門）受賞
・2026年、日本TBSとの共同制作「キキポップポップ」放映予定（2026年1月～）
	IP販売及び事業化、共同制作

	3
	SAMG ENT
	アニメ
	・代表IP：「キャッチ！ティニピン」「メタルカードボット」
・「キャッチ！ティニピン」日本キッズステーションにて放映中
・日本ヨドバシカメラ、ジョーシン等、オフライン玩具店舗約1,200店舗にて販売中
	IP販売及び
事業化

	4
	JAYURO PICTURES
	放送／映画
	・2025年共同制作ドラマ「私の夫と結婚して」Amazon Prime Japan歴代ランキング1位
・共同制作ドラマ「メリー・ベリー・ラブ」2026年下半期、日本テレビ及びDisney+編成確定（日本総務省及び福岡市支援）
	共同制作

	5
	NEMOZ LAB
	新技術
（音楽）
	・カード型スマートアルバム「ネモアルバム」開発
・2025年、現地アーティスト8種のネモアルバム及びグッズ発売、ネモズショップ・ジャパン開設
・大手芸能事務所LDHと業務提携締結
	現地アーティスト
アルバム
販売及び協業

	6
	MONSTER RYOT
	ウェブトゥーン
	・代表作「キラー警察」
・釜山所在ウェブトゥーン制作スタジオ
・2025年LINEマンガ、ピッコマ等にて多数連載
	IP販売

	7
	C&C REVOLUTION
	ウェブトゥーン
	・ウェブトゥーン「皇帝の子を隠す方法」等制作
・ウェブトゥーン「ハニーブラッド」2020年コンテンツ大賞（長官賞）受賞
	IP販売

	8
	EVENENT
	放送
	・2024年ドラマ「愛のアンダンテ」制作
・2025年韓国アーティスト・フイ ファンミーティング東京開催
	共同制作

	9
	HJ CULTURE
	ミュージカル
	・ミュージカル「サリエリ」「ファリネッリ」等制作
・2023年ミュージカル「ヴィンセント・ヴァン・ゴッホ」KOCCA支援
・2025年K-ミュージカルオンライン映画祭開催
	自社IP共同制作

	10
	TWOHANDS 
INTERACTIVE
	新技術
	・AR室内運動・プレイプラットフォーム「ディディム」開発
・2021年KOCCA今月の優秀ゲーム選定
・2023年産業通商資源部主催先導企業選定
	デバイス販売

	11
	SKYWALK
	ゲーム
	・モバイルゲーム「おいでよマイホーム」「ユミの細胞たち ザ・パズル」等開発
・2022年文化体育観光部ゲーム優秀企業表彰
・サンリオ共同プロジェクト「COCOMINE SANRIO CHARACTERS」アプリローンチ
	ゲームサービス

	12
	DCC ENT
	ウェブトゥーン
	・ウェブトゥーン「王の娘に生まれたと言われました」「悪女が恋する時」等制作
・ウェブトゥーン「太陽の主」日本ウェブトゥーンプラットフォーム「めちゃコミック」1位達成
	IP販売

	13
	ANIPEN
	新技術
	・AR/AIコンテンツキオスク開発
・2023年京畿道知事表彰（AR/VR産業発展功労賞）受賞
・2025年サンリオミュージアムプラットフォームアプリ開発受注
	現地プラット
フォームサービス


Ⅱ期【1年目】：3社
	
	企業名
	業種
	主な経歴
	主な活動現況

	1
	HELLOLIVE
	プラット
フォーム
	・グローバルファンダムプラットフォーム「hellolive」開発及びサービス提供
・2017年設立、2025年売上132億ウォン
	現地プラット
フォームサービス

	2
	L&K LOGIC KROEA
	ゲームー
	・PC／モバイルゲーム「レッドストーン」開発、日本にて直接サービス中
・2017年産業通商資源部長官賞受賞
	IP活用及び
共同制作

	3
	WEMAD
	放送
	・ドラマ「赤い袖先」「チェイン・ハンヤン」等制作
・2022年韓国放送大賞TVドラマ部門作品賞受賞
	IP販売及び
共同制作


　　ウ. 2025 入居企業支援現況
	業種
	ポイント（バウチャー）利用メニュー
	満足度（5点）

	ウェブトゥーン
	① 労務コンサルティング及び就業規則・賃金規程等の整備
	5

	映像
	① ドラマ配給のための日本配給会社調査 ② 法人設立コンサルティング
	5

	ウェブトゥーン
	① ビザ発給書類作成代行 ② 法人設立コンサルティング及び書類翻訳
	3

	音楽
	① コンテンツ翻訳 ② ビジネス通訳
	5

	アニメ
	① 商標登録支援
	5

	ウェブトゥーン
	① 市場分析レポート ② IPビジネス分析レポート ③ 専門家セミナー
	5

	ゲーム
	① 記帳代行及び税務申告代行
	5

	アニメ
	① 「メタルカードボット」日本進出戦略策定
	5

	映像
	① 商標登録支援
	5

	映像
	① 日本現地メディアインタビュー ② ホームページ制作
	5

	ミュージカル
	① 税務コンサルティング ② ブランドキャラクター開発
	5

	ウェブトゥーン
	① オンライン広告キャンペーン ② 市場環境分析レポート
	4

	新技術
	① 日本教育新聞広告制作及び掲載
	5

	新技術
	① 市場調査報告書 ② アプリローンチ関連日本マーケティング戦略コンサルティング
	5


エ. 2025 入居企業主要フィードバック
	業種
	主な意見

	音楽
	○ 財務・税務・行政分野に対する法的助言及び実務支援の拡充を希望

	アニメ
	○ 採用ネットワーキング、人材マッチング、求人公告連携支援を希望

	ウェブトゥーン
	○ 共同翻訳パッケージ提供を希望
○ 入居企業間合同ショーケース及びサンプル制作支援を希望
○ 四半期別入居企業事例集の発刊を通じたリファレンス蓄積

	ゲーム
	○ 入居企業向け一括税務支援（決算・記帳等）を希望
○ IP事業推進に必要な輸出・物流・通関・保管サービス支援を希望

	アニメ
	○ ジャンル別専門家メンタリング制度の拡充を希望
○ 現地マーケット及び共同マーケティング等プロモーション費用支援を希望

	ミュージカル
	○ 日本公演場運営構造及び市場レポート調査費用支援を希望


4．その他の案内事項
ア． 技術評価実施時には、提案社（コンソーシアムの場合は参加企業ではなく代表機関）所属の代表者又は総括責任者（PM）が発表を行わなければならない。
- 評価前に所属確認を行い、発表者が代表機関の代表者又はPMでない場合は発表できない。
- 代表者又はPMが発表できない場合は、書面評価のみとする。
イ． 提案依頼書に示されていない事項であっても、予算の範囲内において効果的な事業推進のために必要と判断される場合は、自由に変更して提案することができる。
ウ． 本事業を通じて取得した個人情報は厳重に管理しなければならない。また、役務及び事業遂行中に取得した個人情報一切は、契約終了後に廃棄しなければならない。
個人情報に関する内容は、受託事業者選定後、双方協議の上で修正・補完することができる。
エ． 業務遂行中、KOCCAの重要な事由により業務内容の追加、変更又は削除が生じた場合、提案社は予算の範囲内で最大限協力しなければならない。
	Ⅲ
	提案書の作成要領


1. 提案書目次
	目次
	作成要領
	備考

	Ⅰ. 提案概要

	1．事業目的及び範囲
	・提案依頼内容を明確に理解し、本業務に対する目的及び範囲を体系的に記載すること。
	

	2．提案内容の特徴及び差別性
	・提案内容の特長及び他機関との差別化ポイントを明確に記載すること。
	

	Ⅱ．事業遂行部門

	1．事業遂行体制
	・本業務を成功裏に遂行するための組織構成及び運営方法について記載すること。
	

	2．事業遂行方法
	・各主要業務に対してどのような内容をどのような方法で提供するか、具体的に記載すること。
	

	3．コンソーシアム及び分担体制
	・コンソーシアム構成時には、各企業の出資比率及び業務内容を明確に区分して記載すること。
	

	Ⅲ．事業管理部門

	1．事業管理
	・事業運営方法及び日程計画を具体的に記載すること。
	

	2．実施計画（予算内執行比率）
	・本業務を効果的に推進するための実施計画を記載すること。
（※金額記載禁止、比率のみ記載）
	項目
	内容
	予算内執行比率

	人件費
	参加人員人件費
	0%

	日本進出支援ポイント（バウチャー）事業
	企業別ポイント提供、ポイント管理システム構築、入居企業基礎診断
	0%

	ビジネス教育プログラム
	講演者人件費、同時通訳ブース設置、配布資料制作等
	0%

	Content Tokyo 参加支援
	ブース構築費用、広報物制作、ブース運営スタッフ等
	0%

	日韓共同制作ビジネスウィーク
	セミナー、ビジネス商談会、ネットワーキングセッション等
	0%

	その他運営費
	消耗品費、出張費、会議費
	0%

	小計
	

	利潤（10%）
	

	小計+利潤
	

	消費税（10%）
	

	合計金額
	100％



	

	Ⅳ．別紙様式
	・別紙第1号～別紙第10号（証憑資料を含む）
	




　　2. 提案書作成指針
· 提案書は原本1部、業者情報削除版本1部を提出しなければなりません。
- 業者情報削除版では提案業者を特定できる部分は削除してください。
- 提出された提案書の編集ミス、漏れなどによる評価の不利益に対する責任は提案業者にありますのでご注意ください。
· 提案書は必ず20ページ内外で作成し、次の事項を中心に記述してください。
- 提案会社が推進しようとする主要事項
- 同事業を成功させるための提案業者の事業管理方案
· 提案書は、下記様式に準拠して作成してください。なお、文書下部には必ずページ番号を付してください。（ハングル、Word、PowerPointの使用可） 
· 提案書は韓国語又は日本語で作成しなければならず、使用された英文の略語については正式名称を記述してください。
· 提案書の内容は明確な用語を使用して表現し、「~しうる」、「~可能性がある」、「~を考慮している」などの曖昧な表現は提案書の評価時に不可能な事項とみなされますのでご注意ください。
· 情報システムの構築または施設構築など技術的な説明資料が必要な場合には、別添資料を提出することができます。
· 別紙は、必ず指定された様式に従って作成してください。
3. 提案書の効力
· 提出された提案書の内容は、韓国コンテンツ振興院が要請しない限り変更することはできず、遂行機関として選定する際に契約条件とみなされます。
· 韓国コンテンツ振興院は、必要に応じて提案者に追加提案や追加資料を要請することができ、これによって提出された資料は提案書と同じ効力を持つこととなります。


	Ⅳ
	落札者の選定及び評価


1. 選定方法
(1) 基本方針 
· 客観的かつ公正な基準と手続きを適用し、同事業を効率的に遂行するための最適な遂行機関を選定することが基本方針です。
(2) 適用規定
· 韓国コンテンツ振興院契約事務処理規則、韓国の「国家を当事者とする契約に関する法律」及び企画財政部「（契約例規）協議による契約締結基準」等を根拠とします。
(3) 選定手続き
	入札公告
	[image: ]
	提案書
受付締切
	[image: ]
	技術評価及び価格評価 (振興院)
	[image: ]
	優先交渉権者及び交渉順位の決定
	[image: ]
	交渉実施
	[image: ]
	契約締結

	
	
	
	
	1段階
	
	2段階
	
	3段階
	
	



1) 1段階 : 提案書の評価 [技術+価格]
· 技術評価 (90点)
- 振興院で評価委員会を構成(5人以内)し、評価基準に基づき提案書を評価(書類評価、発表評価
及び質疑応答)します。
- 評価点数の集計は、最高点および最低点を除いた残りの点数の平均で算定します。
（評価点数の単位を小数第二位まで。第三位以下は切り捨て）
· 価格評価 (10点)
- 交渉による契約締結基準に明示された価格算出方式に従います。
2) 2段階 : 優先交渉権者及び交渉順位の決定
· 技術評価点が技術評価配点上限の85％以上の者を優先交渉権者として選定します。
· 交渉順位は、総合点数（技術評価点＋価格評価点）の高得点順に決定します。
* 振興院退職者（退職後3年以内）が役員等として在職している場合は、総合点数から10点を減点します。また、評価委員への事前接触が確認された場合も、総合点数から10点を減点します（両方に該当する場合は、それぞれ適用します）。
* 合算点数が同一の提案者が2者以上ある場合は、技術評価点が高い提案者を上位とします。なお、技術評価点も同一の場合は、配点の高い評価項目において高得点を得た者を上位とします。
3) 3段階 : 交渉実施
· 最優先交渉対象者と交渉を行い、交渉が成立した場合は、次順位者との交渉は実施しません。
· 交渉が成立しない場合は、同一の基準及び手続に従い、次順位の優先交渉権者と交渉を実施します。

2. 評価項目
	評価項目
	評価内容の詳細
	配点

	遂行機関の専門性(20)
	提案業者が本事業を遂行するための専門性を備えているか？
	20点

	
	· 本事業を遂行するための専門人材および管理体制を確保しているか。 
· 当該事業に関する専門知識を有しているか。 
	

	事業理解度(20)
	事業の目的および趣旨を正確に理解しているか？
	20点

	
	· 入居企業支援プログラム事業の構造および特性について理解しているか。
· 本事業で求められる事業目的に適した目標を提案しているか。
· 事業の推進方向を具体的に提示しているか。
	

	事業遂行能力
(30)
	事業遂行のために提示された計画が具体的かつ実現可能であるか。
	30点

	
	· 事業計画が具体的かつ実現可能であるか。
· 事業遂行のための組織および支援体制が適切に提示されているか。
· 業務を自ら分析・評価し、それに基づく改善点と戦略を提示しているか。
	

	[bookmark: _Hlk130809314]事業管理方策
(20)
	提案内容を適切に管理するための方策を備えているか。
	20点

	
	· 事業の推進スケジュールおよび予算執行計画が合理的に提示されているか。
· 本事業のための投入人員が適切に編成されているか。
· 本事業に関連するリスク要因に対する危機管理対策が適切に提示されているか。
	

	小計
	90点

	価格評価
(10)
	· 入札価格の評定算式に基づき算定
	10点

	合計
	100点






	Ⅴ
	別紙書式




	書式番号
	書式名

	別紙第１号書式
	提案書表紙

	別紙第２号書式
	一般現況及び沿革

	別紙第3号書式
	参加人員現況総括表

	別紙第4号書式
	参加人員経歴事項

	別紙第5号書式
	主要事業実績総括表

	別紙第7号書式
	コンソーシアム標準協定書

	別紙第8号書式
	個人情報収集・利用・提供同意書

	別紙第9号書式
	業務委託参加確認書及び報酬支給確約書

	別紙第10号書式
	韓国コンテンツ振興院退職者の役員等在職有無確認書


※ ご提出いただいた文書が事実と異なる場合、事業者の選定が無効となります。


【 別紙第1号書式 】

提案書表紙


	「2026 KOCCA CKL TOKYO 入居企業　支援プログラム運営委託業務」 提案書











【 別紙第2号書式 】
一般現況及び沿革
	会社名
	⁂
	代表者
	⁂

	事業分野
	
	事業者番号
	⁂

	住所
	⁂

	電話番号
	⁂
	FAX
	⁂

	該当部門従事期間
	　　 　年　　　	月　～ 　　　年　　 　月 (　年　カ月)

	



	作成要領
	※ 作成要領は提出時に削除してください

	‣企業情報削除版を提出する場合、「⁂」表示項目は空欄のまま提出してください。
‣企業情報削除版を提出する場合、主要沿革については提案企業を特定できる情報をすべて削除した上で提出してください。


【 別紙第3号書式 】

参加人員の現況総括表 
(提出日基準)
	番号
	氏名
	担当業務
	該当分野
勤務歴
	本業務 参加期間
	参加率
	備考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	



	作成要領
	※ 作成要領は提出時に削除してください

	当院では、業務委託の ▲効率的な管理、▲品質確保、▲人員の重複投入防止及び ▲内部専門家プールの客観的運用等のため、参加人員の参加率について厳格な管理を実施しています。
1．作成対象及び参加率算定方式
‣ （作成対象）本業務に投入される全人員（採用予定者を含む）
‣ （算定方式）業務期間内における月別参加率の平均値を記載
2．必須遵守事項
‣ 他の業務への参加率を含め、月別総参加率は100％を超えてはならない。
‣ 最終契約締結時において、本業務遂行のための月別参加率は最低30％以上とすること（ただし、未参加月は0％可）。
‣ 提出内容が虚偽又は誇張であると判明した場合、審査除外、落札取消し、契約解除・解約及び入札参加資格制限等の措置を講じることがある。
3．留意事項
‣ PM（課題責任者）は必ず名簿の最上段に記載し、担当業務欄に「PM（課題責任者）」と明記すること。
‣ 採用予定者については、現時点で確認可能な範囲の情報を最大限記載すること。
‣ 提案書提出時には、参加人員情報（生年月日、性別等）を同一内容で入力すること
　（Excel様式をダウンロードのうえ作成し、直接入力する方式）。


【 別紙第4号書式 】
参加人員の履歴事項

	氏名
	
	所属
	
	役職
	
	年齢
	

	学歴
	大学　　　　専攻
	該当分野での勤務歴
	

	
	大学院　　　専攻
	資格証
	

	本業務における担当業務
	
	本業務 
参加期間
	
	本業務 
参加率（平均）
	%



	経歴

	事業名
	参加期間
(年　月～年　月)
	担当業務
	発注先
	参加率(%)
	備考

	








	
	
	
	
	



	作成要領
	※ 作成要領は提出時に削除してください

	‣ 経歴事項は、既に遂行した事業のうち、類似分野の代表的な事業を中心に記載すること。
‣ 現在遂行中の事業は漏れなくすべて記載すること（遂行専門性の確認及び月別参加率が100％を超過していないかを確認するため）




【 別紙第5号書式 】

主要事業実績総括表 
（単位：千円／消費税含む）
	番号
	事業名
	発注先
	契約金額
	業務履行又は納品完了日
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



【注】
1．現在遂行中の事業を含め、入札公告日を基準として最近3年以内の実績のうち、本事業と関連する事業実績を記載し、証憑資料を添付すること。（最大3件、年度順に記載し、証憑資料には通し番号を付すこと。）
2．下請契約の場合は、発注者の承認を受けた場合に限り記載し、備考欄に元請事業者を記載すること。
3．共同契約の場合は、契約金額欄に提案社の持分のみを記載すること。



【 別紙第7号書式 】
コンソーシアム標準協定書（分担履行方式）

第1条（目的）本協定書は、以下の契約をコンソーシアムの構成員が財政、経営および技術能力、要員および機材を動員し、工事・物品またはサービスに対する計画・施工などのために一定の分担内容に従って分けて共同で契約を履行することを約束する協定を定めるものである。

1. 契約件名：
2. 契約金額：
3. 発注者名：

第2条（コンソーシアム）コンソーシアムの名称、事業所の所在地、代表者は次の通りとする。

1. 名称：○○○
2. 主事務所所在地：
3. 代表者氏名：

第3条（コンソーシアムの構成員）①コンソーシアムの構成員は次の通りとする。
1. ○○○会社（代表者：）
2. ○○○会社（代表者：）
②コンソーシアムの代表者は○○○とする。
③代表者は発注者および第三者に対してコンソーシアムを代表し、コンソーシアムの財産管理および代金請求等の権限を有する。

第4条（効力期間）本協定書は当事者間の署名と同時に発効し、当該契約の履行により終了する。ただし、発注者または第三者に対して工事に関する権利義務関係が残っている限り、本協定書の効力は存続する。

第5条（義務）コンソーシアム構成員は第1条に定める目的を遂行するために、誠実・勤勉および信義をもって必要なすべての知識と技術を活用することを約束する。

第6条（責任）コンソーシアムの構成員は、発注機関に対する契約上の義務履行について、分担内容に応じて各自責任を負う。
第7条（下請）コンソーシアムの各構成員は、自らの責任において分担部分の一部を下請けすることができる。

第8条（取引口座）契約例規「共同契約運用要領」第11条に定められた前払金、出来高代金等は以下の口座に支払われる。
1. ○○○会社（コンソーシアム代表者）：○○銀行、口座番号○○○、預金者○○○
2. ○○○会社：○○銀行、口座番号○○○、預金者○○○

第9条（構成員の分担内容）①各構成員の分担内容は以下の例示の通りとする。
【例】
1. 一般工事の場合：
　ア）○○○建設会社：土木工事
　イ）○○○建設会社：舗装工事
2. 環境設備設置工事の場合：
　ア）○○○建設会社：設備設置工事
　イ）○○○製造会社：設備製作

②第1項の分担内容は、次のいずれかに該当する場合、変更することができる。ただし、分担内容を変更する場合、コンソーシアムの一部構成員の全分担内容を他の構成員に移すことはできない。
1. 発注機関との契約内容の変更により契約金額が増減された場合
2. コンソーシアム構成員のうち、破産、解散、不渡、法定管理、ワークアウト（企業構造調整促進法により債権団が構造調整対象として決定し、構造調整中の企業）、中途脱退の理由により、当初の協定書の内容通りの契約履行が困難な構成員が発生し、コンソーシアム構成員全員の連名で分担内容の変更を要請する場合

第10条（共同費用の分担）本契約履行のために発生した共同の経費等については、分担工事金額の比率に従って各構成員が分担する。

第11条（構成員相互間の責任）①構成員が分担工事に関連して第三者に損害を与えた場合は、当該構成員がその責任を負う。
②構成員が他の構成員に損害を与えた場合は、相互協議により処理する。ただし、協議が成立しない場合は運営委員会の決定に従う。

第12条（権利・義務の譲渡制限）構成員は、本協定書に基づく権利・義務を第三者に譲渡することはできない。

第13条（中途脱退に対する措置）①コンソーシアムの構成員は、次のいずれかに該当する場合を除いて、入札および当該契約の履行を完了する日まで脱退することはできない。
1. 発注者および構成員全員が同意する場合
2. 破産、解散、不渡その他正当な理由なく当該契約を履行しない場合で、当該構成員以外のコンソーシアム構成員が発注者の同意を得て脱退措置をとる場合

②構成員の一部が破産または解散、不渡などにより契約履行が不可能な場合、残存構成員がこれを履行する。ただし、残存構成員のみでは免許、実績、施工能力公示額など残余契約履行に必要な要件を満たせない場合、発注者の承認を得て新たな構成員を追加するなどの方法で要件を充足しなければならない。

③第2項本文の場合には、第11条第2項を準用する。

第14条（瑕疵担保責任）コンソーシアムが解散した後に当該工事に関して瑕疵が発生した場合は、分担内容に応じてその責任を負う。

第15条（運営委員会）①コンソーシアムは、コンソーシアム構成員を委員とする運営委員会を設置し、契約履行に関する諸事項を協議する。
②本協定書に規定されていない事項は運営委員会で定める。

以上の通りコンソーシアム協定を締結し、その証拠として協定書○通を作成し、各通にコンソーシアム構成員が記名押印の上、各自保管する。

年　月　日

　○○○（印）
○○○（印）


【 別紙第8号書式 】

	個人情報収集・利用・提供同意書 

	公告名
	2026 KOCCA CKL TOKYO 入居企業　支援プログラム運営　委託業務

	

	所属機関
	氏名
	役職
	同意の有無
	署名

	
	
	
	□ 同意/□ 同意しない
	

	
	
	
	□ 同意/□ 同意しない
	

	
	
	
	□ 同意/□ 同意しない
	

	
	
	
	□ 同意/□ 同意しない
	

	
	
	
	□ 同意/□ 同意しない
	

	※ 業務に参加する全員の署名（コンソーシアム人員を含む）

本人は、韓国コンテンツ振興院（以下「振興院」という）の入札に関連し、下記のとおり本人の個人情報の収集・利用・提供に同意します。
ア．収集・利用・提供の目的
- 振興院が実施する入札参加に伴う入札書類確認のため、必要最小限の情報を収集し活用すること。
イ．収集・利用・提供する個人情報の項目
- 代表者の氏名、電子メールアドレス、電話番号、勤務先住所、学歴、経歴、銀行名／口座番号、携帯電話番号等
- コンソーシアム構成員の勤務先住所、商号、氏名、事業者番号、銀行名／口座番号等
- 参加人員の氏名、所属／役職、年齢、学歴、経歴等
- 入札参加申請提出者の氏名、職位、電話番号、電子メールアドレス等
ウ．個人情報の保有及び利用・提供期間
- 本同意書作成時から、当該入札参加書類管理のための保有期間まで（10年間）
エ．同意を拒否する権利及び拒否による不利益
本人は、上記個人情報の収集について拒否する権利を有していることを認識しています。
拒否した場合の不利益：契約締結対象から除外されることがあります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年  　月 　　日

韓国コンテンツ振興院長貴下



 【　別紙第9号書式 】
業務委託参加確認書及び報酬支給確約書 
	公告名
	2026 KOCCA CKL TOKYO 入居企業　支援プログラム運営　委託業務

	

	契約主体
	会社名
	

	
	フリーランス情報
	氏名
	
	連絡先
	000－0000－0000

	
	
	
	
	メールアドレス
	

	
	
	参加期間
	0000年00月00日 ～ 0000年00月00日（0.0か月）

	
	
	約定報酬
	（例）月額 30万円又は 総額 １００万円

	本業務における担当（参加）業務内容
	本業務遂行に関連するフリーランスの担当（参加）業務を記載

	上記の内容に相違ないことを確認します。

年　　月　　日



	株式会社 ○○○○○○
	
	（所属名又は個人名）

	代表取締役　○○○　（印）
	
	○○○　（印）

	
	



	作成要領
	※ 作成要領は提出時に削除してください

	当院では、業務委託における ▲人員投入の信頼性確保（虚偽人員投入の防止）及び ▲人件費支給の透明性確保（賃金未払い防止等）のため、提案社所属人員以外の外部人員（フリーランス、雇用承継対象者等）について、「業務委託参加確認書及び報酬支給確約書」の提出を求めています。
1．提出方法
‣ 提案書提出日現在、提案社所属ではない外部人員（フリーランス、雇用承継対象者等）が存在する場合は、本様式を作成のうえ提出すること。
2．必須遵守事項
‣ 参加期間は、本業務契約期間（発注者と会社間で締結された全体履行期間）内において、実務遂行のために投入される期間を記載すること。
‣ 約定報酬は、本業務予算内で執行予定の金額基準により記載すること（総額又は月額報酬で記載）。
3．留意事項
‣ 本様式は、今後の交渉及び契約締結結果に基づき確定した条件で再作成のうえ、再提出しなければならない。
‣ 人員の不正使用等、虚偽書類の提出に伴うすべての責任は提案社にあり、提出内容が虚偽又は誇張であると判明した場合は、審査除外、落札取消し、契約解除・解約及び入札参加資格制限等の措置を講じることがある。


【　別紙第10号書式 】
韓国コンテンツ振興院退職者の役員等在職有無確認書
	退職後3年以内の韓国コンテンツ振興院退職者が役員等として在職しているか否か
	該当あり（　）/ 該当なし（　）

	

	※ 役員等の詳細基準

	ㅇ 入札公告日から3年以内に韓国コンテンツ振興院を退職した者が、
▲代表取締役、▲取締役（非常勤を含む）、▲監査役（非常勤を含む）又は ▲韓国の商法第401条の2第1項に該当する者として在職している場合

	韓国の商法第401条の2（業務執行指示者等の責任）① 次の各号のいずれかに該当する者は、その指示又は執行した業務について、第399条、第401条及び第403条の適用において、これを取締役とみなす。
1．会社に対する自己の影響力を利用して、取締役に業務執行を指示した者
2．取締役の名義で直接業務を執行した者
3．取締役でないにもかかわらず、名誉会長、会長、社長、副社長、専務、常務、取締役その他会社の業務を執行する権限があると認められる名称を使用して会社の業務を執行した者

	※ 「該当あり」の場合に限り記載

	氏名
	現所属
	備考

	
	会社名
	役職
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	





基準に該当する者がいる場合、入札公告に基づく減点措置に同意します。また、提出内容が事実と異なる場合（縮小又は漏れを含む）には、入札無効、落札取消し、契約解除・解約及び入札参加資格制限等の不利益措置について、いかなる異議も申し立てないことを確約し、本確認書を提出します。

　　　年　　月　　日

会 社 名：○○○              代 表 者：○○○　（印）

韓国コンテンツ振興院長貴下
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